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「富岳NEXT」のための新建屋設計・施工・維持管理事業

第１回募集要項等に関する質問の回答

「富岳NEXT」のための新建屋設計・施工・維持管理事業について、2026年4月3日（金）までに提出された質問への回答を
公表する。

質問は、文末表現を調整の上、原則として原文のまま掲載しているが、明らかな誤字、脱字及び表記の誤りと判断された
箇所は一部修正を行っている。

2026年4月22日

国立研究開発法人理化学研究所



◆募集要項に関する質問

頁

1 事業の範囲 3 第1章 3 (6) ② ウ

各種申請届出に関する申請料は別途としてよいか。現
時点で全て見込めないこと、課税・非課税などの区分
もあり社内処理が煩雑になることを勘案して別途とし
ていただきたい。

募集要項第1章3.(8)施設整備費の提案上限価格及び維
持管理費の提案参考価格に記載のとおり、各種申請届
出に関する申請料は、本事業に含むものとする。

2 地質調査 3 第1章 3 (6) ② エ
地質調査報告で試験を行っているため、追加での試験
は不要と考えてよいか。

要求水準書（共通事項及び施設整備編）第3章4.(1)立
地条件に記載の通り、理研より配布した地質調査報告
書の内容で不足となるものについては、選定事業者の
判断で調査を行うこと。

3 事業スケジュール 4 第1章 4 (2) 　 　
本施設の引渡し日は2029年12月期限というのは2029年
12月31日までという理解でよろしいか。

左記の理解でよろしい。ただし、引渡し期限前の部分
使用等について、事業開始後の協議を想定すること。

4 事業スケジュール 4 第1章 4 (2)

スケジュールについて、本プロポーザルの実施期間が
短く、計画案検討や工事費積算などの期間が非常にタ
イトである。また第2回の競争的対話以後にVE案など
の提示や協議をする時間が設けられない。参加者から
実施時期の意見をヒアリング頂き、第3回の競争的対
話を設けていただくことは可能か。

2026年7月に第3回競争的対話を追加する予定である。
詳細なスケジュールについては、修正後の募集要項を
確認すること。

5 応募者の資格等要件 7 第1章 5 (3)

資格要件を証明する根拠資料として契約書を提出する
予定だが、委託金額及び施主名、その他守秘に係る事
項は黒塗りとして提出する。
資格要件の(1)と(2)で実績の点数と評価するものでは
ない認識で問題ないか。
20MW以上との計画電力容量の証明が難しく、電力引込
申込書は施主の資料となり提出不可となる。特高変圧
器容量図面の数値より容量を確認いただくことで問題
ないか。

左記の理解でいずれもよろしい。また、実績について
は＜様式16＞「業務の実績に関する誓約書」を提出す
ること。これにより根拠資料の提出に代えて確認を行
うこととする。

回答
該当箇所

見出し番号
No. タイトル 質問



◆募集要項に関する質問

頁
回答

該当箇所

見出し番号
No. タイトル 質問

6 応募者の資格等要件 7 第1章 5 (3) ① エ
設計を担うものの管理技術者の実績についてデータセ
ンター建屋の実績とは民間企業の通信局舎の設計実績
は定義に合致するという理解でよろしいか。

電源、空調、セキュリティを高度に管理する部分があ
る場合は定義に合致するものと判断する。

7 応募者の資格等要件 8 第1章 5 (3) ②

実績は法人単位での実績を対象とするものと認識して
いる。設計事務所等において支店・事業所ごとに業務
を行っている場合においても、法人全体としての実績
が評価されるという理解でよいか。

左記の理解でよろしい。

8 応募者の資格等要件 10 第1章 5 (3) ④ ウ
記載の維持管理を行う担当者の実績について、民間企
業の電話・通信局はネットワークセンターの定義に合
致する認識で問題ないかご教示願いたい。

電源、空調、セキュリティを高度に管理する部分があ
る場合は定義に合致するものと判断する。

9 応募者の資格等要件 10 第1章 5 (3) ④ ウ
記載の維持管理を行う担当者について、要求水準書
（維持管理編）に記載の施設管理要員のいずれかと同
一であれば問題ないかご教示願いたい。

左記の理解でよろしい。

10 提案書の受付 17 第1章 15 (2) ①
様式26～様式40に定められている提出内容以外に、事
業内容を補足的に説明するための提出物を認めていた
だくことは可能か。

様式26～様式40で提出を求める内容以外の補足資料は
提出を認めない。



◆要求水準書 共通事項及び施設整備編 に関する質問

頁

1 事業期間 2 第1章 4 　 　 　

2029年12月時点では、サーバー等のIT機器を設置し
ない状態での建物引き渡しを想定しているが、問題
ないか。あわせて想定されているコミッショニング
の範囲についてご教示願いたい。

施工業務の完了日までの段階では、実施可能な試運
転調整を対応いただくことを想定している。また、
負荷側設備の設置完了段階においては、建物側の施
工業務を実施する事業者にも立ち会っていただくこ
とを考えている。

2 業務責任者の配置 8 第2章 3 (1) 　 　

記載の代表企業正社員1名の統括管理業務責任者等へ
の配置について、維持管理期間については代表企業
では無い維持管理企業の正社員が統括管理業務責任
者及び統括管理業務副責任者を担う（＝代表企業か
ら配置しない）ことが可能かご教示願いたい。

統括管理企業を維持管理段階から維持管理企業に移
行する場合でも「維持管理業務責任者等には、各個
別業務に当たる事業者が直接雇用する正社員を配置
すること」の条件は残る。
なお、統括管理業務責任者等（統括管理業務責任者
及び統括管理業務副責任者）のうち、代表企業が直
接雇用する正社員を1名以上と定めているのみであ
り、代表企業と構成企業から1名ずつ配置することは
可能となる。
また、代表企業は構成企業の中から選定することと
しており、代表企業が担当する業務（設計、施工、
工事監理、維持管理）の規定はないため、DBO方式の
効果が最も発揮できる企業を代表企業に定めていた
だくことに期待する。

3 業務責任者の配置 8 第2章 3 (1) 　 　
設計業務責任者（施工、工事監理、維持管理につい
ても同じ）とは募集要項に定めされる管理技術者と
いう読替でよろしいか。

左記の理解でよろしい。

4 既存事業者との連携 10 第3章 1 　 　 　

理研の既存施設の計算機・建築物・建築物設備の保
守運営者・維持管理者と連携する提案が可能かご教
示願いたい。連携可能な場合は現状実施している事
業者との協議を行うことが可能か合わせてご教示願
いたい。

提案を妨げるものではない。既存業者との協議は可
とする。

No. タイトル
該当箇所

質問 回答
見出し番号



◆要求水準書 共通事項及び施設整備編 に関する質問

頁
No. タイトル

該当箇所
質問 回答

見出し番号

5 土壌汚染 11 第3章 4 (1) 　 　
理研の既存施設建設時の土地履歴調査、土壌調査資
料があれば提供いただきたい。

既存施設建設時の土地履歴調査及び土壌調査資料は
理研では保有していない。神戸市において埋め立て
を実施した土地であることから、必要に応じて神戸
市に問い合わせること。
なお、事業開始後に汚染土やガラが発見された場合
の対応・費用負担については基本契約書及び設計・
施工一括契約書に基づき協議を行うこととする。

6 光ケーブル 12 第3章 4 (2) 　 　

光ケーブル等において「敷地境界の接続点以降の必
要な管路および引き込みについては理研及び選定事
業者との調整」とありますが、必要本数・配管径に
ついてご教示願いたい。

提案段階においては、400芯程度を想定して検討する
こと。配管径は適宜想定すること。事業開始後、理
研と協議を行い決定することを想定している。

7 パース 14 第4章 3 (4) ② 　
基本設計、実施設計における内観パース、外観パー
ス、鳥瞰パースについて、各段階の必要点数をご教
示願いたい。

基本設計・実施設計共に合計5～6点程度が必要と考
えている。

8 業務期間 16 第5章 1 　 　 　

本事業の施工業務に負荷側設備工事は含まれていな
いため、施工業務の完了日までに負荷側設備を含む
試運転調整が実施できないことが想定される。何か
想定はあるか。

施工業務の完了日までの段階では、実施可能な試運
転調整を対応いただくことを想定している。また、
負荷側設備の設置完了段階においては、建物側の施
工業務を実施する事業者にも立ち会っていただくこ
とを考えている。

9 理研の竣工確認等 18 第5章 3 (4) ①
「前項の試運転検査等」とは、どの部分を示してい
るか。

理研による竣工確認を示す。よって、取り扱い説明
については、竣工確認とは別に実施をすること。

10 建物のTier水準 別紙1 P2 - 3 　 　 　

建物全体として求められるティア（Tier）の水準に
ついて確認したい。本件について、想定されている
ティア水準や考え方があれば、ご教示願いたい。資
格要件の(1)と(2)で実績の点数と評価するものでは
ない認識でよいか。

Tier水準は要件としていない。
要求性能（例：pPUE、受変電・発電機・UPS等）を満
足する設備構成を想定している。



◆要求水準書 共通事項及び施設整備編 に関する質問

頁
No. タイトル

該当箇所
質問 回答

見出し番号

11 構造計画 別紙1 P3 - 4 　 　 　
建築構造体の目標性能はⅡ類となっている。大地震
時の変形制限は保有水平耐力算定時の変形としてよ
いか。

左記の理解でよろしい。

12 構造計画 別紙1 P3 - 4 　 　 　
HPCラックについて、求められる地震時の加速度要件
はあるか。

加速度要件は想定していない。

13 環境設備 別紙1 P4 - 5 (2) 　 　

PUEについてHPC室はpPUE1.05以下を目標値、スト
レージ室はpPUE1.2以下を目標値とあるが、あくまで
目標値であり、特にペナルティはないと考えて差し
支えないか。

検討に向けた努力が十分に認められない場合には、
水準未達と判断する場合がある。

14 給水設備 別紙1 P4 - 5 (2) 　 　

既設建物内の工業用水の水質検査結果を共有いただ
きたい（直近1年分程度）。また、追加で水質検査が
必要となった場合、サンプリング水を採取させてい
ただくことは可能か。

直近の水質検査結果は以下の通り。
参考データ（8月10日測定）
濁度 0.5度、色度 1度以下、pH 7.1、硬度
21.2mg/L、発残留物 60.4mg/L、鉄 0.03mg/L
Mn 0.074mg/L、DO 8.6mg/L、BOD 0 mg/L、電気伝導
度 75.3mS/m、COD 1.9mg/L
有機物(TOC) 1.0mg/L、塩化物イオン 9.2mg/L

その他の水質検査結果については、神戸市水道局へ
の問い合わせを可とする。
また、サンプリング水の採取を要望する場合は、募
集要項 第1章 26.「担当部署」への問合せを可とす
る。

15 熱源設備・空調設備 別紙1 P5 - 5 (2) 　 　

想定されているCDU（DBO工事の冷却水側）とリアド
ア空調機の圧力損失はどの程度想定すればよいかご
教示願いたい。また、その他参考の仕様書があれば
ご共有いただきたい。

圧力損失等の諸条件は2028 年度頃に理研にて決定予
定であるため、計算機側の要求条件に合わせて調整
すること。



◆要求水準書 共通事項及び施設整備編 に関する質問

頁
No. タイトル

該当箇所
質問 回答

見出し番号

16 熱源設備・空調設備 別紙1 P6 - 5 (2) 　 　

「冷水、冷却水配管及び補給水配管はSUS製」と記載
があるが、配管をSUSにすると異種金属接合による腐
食の観点から機器や弁類などもSUS製にすることが必
要となり、コストが高くなる。鋼管製の配管を提案
しても差し支えないか。

計算機側は銅配管を想定しており、腐食の懸念の無
いSUS製を記載のとおり要求する。

17 自動制御設備 別紙1 P6 - 5 (2) 　 　

自動制御設備に「理研側で設置する自動制御装置、
中央監視装置等との連携が図れるように相互通信方
法を確保すること。BACnetによる連携等」と記載が
あるが、本建物に設置した設備機器の監視だけでな
く制御も行うということでよいか。また連携方法に
よってゲートウェイが必要となると考えられるが、
その場合は本計画とは別途構築（費用には含まな
い）と考えてよいか。

本施設の自動制御設備と計算機設備との連携は、本
事業の範囲内で行うこと。
理研側で設置する自動制御装置、中央監視装置との
相互連携に関しては不要と想定している。

18 受変電設備 別紙1 P7 - 5 (3) 　 　

受変電設備に「後日整備を検討している蓄電池を用
いた系統連携可能な電源設計」とあるが、必要面
積、系統連携（高圧または低圧）についてご教示願
いたい。

将来高圧蓄電池を想定し、特別高圧受変電
（77kV/6.6kV）系の将来増設に耐えるよう、特高
フィーダ盤側で接続用回路（予備フィーダ等）を確
保して「系統連系可能」とすることを想定してい
る。必要面積については、提案時は応募者のノウハ
ウに基づき、一般的な想定により提案すること。

19 計算機用電源 別紙1 P7 - 5 (3) 　 　
各HPC室10MWの中に、計算機用電源とCDU電源容量を
含んでよいか。

左記の理解でよろしい。

20 電灯設備 別紙1 P8 - 5 (3) 　 　

電灯設備に、必要照度について「別紙2諸室リストお
よび要求性能表」を参照とあるが、「別紙2 諸室リ
ストおよび要求性能表」に必要照度の記載が見受け
られない。必要照度についてご教示願いたい。

別紙1電灯設備に記載の通り、使用目的に応じた器具
選定を行い、適正な照度を確保した計画とするこ
と。



◆要求水準書 共通事項及び施設整備編 に関する質問

頁
No. タイトル

該当箇所
質問 回答

見出し番号

21 警備室（受付窓口） 別紙2 - 　 　 　 　

理研の既存施設と同じ受付方法でよろしいか。理研
の既存施設の受付システム・様式をご教示願いた
い。
また、入館受付の際に一度で対応する最大の想定人
数をご教示願いたい。

理研の既存施設では受付システムの利用はなく、有
人での受付としており、本施設においても同様の形
式を想定している。
また、現時点において想定している人数はないが、
参考として、既存棟の見学としては概ね平日毎日1、
2名から数十名程度の見学者が訪れている。

22 HPC室 別紙2 - 　 　 　 　 HPCラック1台当たりの重量に目安はあるか。

提案段階ではラックサイズ50U程度かつ、幅750mm×
奥行1200mmのときに重量2t程度（リアドア除く）を
想定すること。選定後、最終的な仕様について理研
と調整すること。

23 HPC室 別紙2 - 　 　 　 　
HPC室の計算機用電源として480Vが求められています
が、別紙1（3）電気設備計画では415Vの記載があ
る。電圧はどちらを見込めばよいか。

HPC室の計算機用電源としては、3P4W 480V 60Hzを正
として検討すること。

24
計算機システム管理者の常
駐

別紙2 - 　 　 　 　
計算機設備監視常駐室について、計算機の維持管理
のための人員の執務室とあるが、在席予定の人数・
時間帯をご教示願いたい。

理研の職員が常駐することは想定していない。

25 建築工事業務 別紙3 - 　 　 　 　
建築工事としてカーテンボックス・カーテンレール
等との記載があるが【等】の想定内容をご提示願い
たい。

建物の使用にあたり必要となり、かつ建物に固定す
る細部の内装仕上げ（手摺・ブラインドボックス
等）・サイン・建具付随品（戸当たり等）などを意
図している。



◆要求水準書 維持管理編 に関する質問

頁

1 備品の想定及びグレード 4 第2章 3 (1) ③ ア

記載の選定事業者にて調達する備品について、例と
してトイレットペーパー等、維持管理事業者以外が
使用する備品も含まれるか、含まれる場合は維持管
理事業者が調達すべきかつ利用者も使用される具体
的な備品についてご教示願いたい。また備品のグ
レードについては特に定めは無く、使用目的を満足
する最低限のグレードで宜しいかも合わせてご教示
願いたい。

本事業に含む備品については、施設設備の運転保守
にかかるものを想定しており、トイレットペーパー
等の清掃業務にかかるものは本事業範囲外でよろし
い。施設設備の運転保守にかかる備品のグレードは
要求水準を満たすものとする。

2 産業廃棄物の処理 7 第2章 4 (2) ① 　
記載の保守で生じた廃棄物について、産業廃棄物の
処理は理研側にて実施頂けるとの認識で宜しいかご
教示願いたい。

左記の理解でよろしい。

3 業務時間外の定義 9 第2章 4 (2) ⑦ 　
業務時間外の定義は平日時間帯9:00～17:20を除いた
時間帯という認識で合っているか。

左記の理解でよろしい。平日時間帯9:00～17:20（休
憩50分）を除いた時間帯とする。

4 維持管理業務に係る負担 10 第2章 6 (1) ① 　
記載の選定事業者負担の通信機器・費用について、
施設管理要員の居室への選定事業者の専用回線引込
を実施して宜しいかご教示願いたい。

よろしい。ただし、専用回線引込前に具体的な計画
について理研に確認すること。

5 停電時の運転切替 11 第2章 7 (1) 　 　

記載の停電時の対応について、停電時は利用者や職
員向けに仮設照明や仮設電源の提供等の救済対応は
不要との認識で宜しいかご教示願いたい。必要とな
る場合は具体的な救済対応内容をご教示願いたい。

要求水準書に記載の人数において対応可能な範囲で
は、停電時及び計画停電時の救済対応作業を求め
る。
計画停電時においては、作業だけでなく仮設照明や
仮設電源の提供等も実施すること。

6 停電時の運転切替 11 第2章 7 (1) 　 　

停電というのは電力会社起因を想定しているのか、
設備故障に起因する停電も含まれるのか。例えば停
電時に、遮断機の故障により発電機系統に自動切替
ができなかった場合、常駐員が手動での切替対応が
必要になる。夜間非常駐の場合は30分以内の切替は
難しくなるが、想定している許容範囲をご教示願い
たい。

あらゆる停電を想定している。
要求水準書（維持管理編）第2章 7(1)に記載の時間
は、平日の日中を指す。また、夜間・休日は120分以
内の駆け付けを要求水準として設定している。な
お、夜間・休日の駆け付け後の復旧作業は7．(1)に
記載の時間を目標値として対応頂きたい。選定事業
者のノウハウ活用により、早期の復旧等が実現する
提案に期待をする。
よって、効率的な提案を期待する観点から、夜間の
配置は必須としない想定となる。

回答
見出し番号

No. タイトル
該当箇所

質問



◆要求水準書 維持管理編 に関する質問

頁
回答

見出し番号
No. タイトル

該当箇所
質問

7 駆け付け時間の定義 12 第2章 8 (2) ① 　
駆け付け時間120分の定義は警報発生から入館までの
時間という認識で合っているか。

起点については、中央監視システム等の記録に基づ
くものはその記録の時間から、記録のないものは選
定事業者が連絡等を受けた時間からとする。ただ
し、一概の基準で整理出来ない事態も想定されるた
め、その場合には協議によるものとする。
終点については、左記の理解でよろしい。

8 要員配置 13 第2章 8 (2) ③ 　

記載の選定事業者の直接雇用の正社員の要員配置に
ついて、業務責任者・業務副責任者・電気主任技術
者に適用され、それ以外の要員には適用されないと
の認識で宜しいかご教示願いたい。

左記の理解でよろしい。業務責任者・業務副責任
者・電気主任技術者以外は正社員であることを問わ
ない。



◆基本協定書(案)、基本契約書（案）、設計・施工一括請負契約書（案）及び維持管理業務委託契約書(案)に関する質問

頁

1 準備行為
基本協定書（案）

P2
第5条 　 　 　 　

優先交渉権付与から基本協定締結に至るまでの間に
実施する先行設計業務に係る費用の支払い可否につ
いてご教示願いたい。

本件について選定事業者の費用と責任において行う
基本協定書（案）第5条記載の「準備行為」として選
定事業者が認める場合においては、契約不成立の場
合は同協定書（案）第7条を前提に理研は契約締結前
の支払いを行わないが、契約締結後は本事業の対象
となる業務の費用について適切な時期に支払いを行
う想定である。

2 認許可
基本契約書（案）

P5
第10条 3 　 　 　

善管注意義務を尽くしていた場合には不可抗力とし
て発注者負担としていただけないか。

原則、選定事業者負担とする。個別の事情を踏ま
え、協議に応じるものとする。

3 要求水準書の変更
基本契約書（案）

P5
第12条 2 　 　 　

7日以内に変更による影響を算出し通知することは、
時期や内容によっては困難と思われるため、速やか
に通知または、申し入れによって日数を延長できる
としていただけないか。

適切なモニタリングや事前の調整により、既定の期
日で実施可能と考える。

4 要求水準書の変更
基本契約書（案）

P6
第12条 3 　 　 　

14日以内に協議を成立させることは、時期や内容に
よっては困難と思われるため、申し入れによって日
数を延長できるとしていただけないか。

適切なモニタリングや事前の調整により、既定の期
日で実施可能と考える。

回答
見出し番号

No. タイトル
該当箇所

質問



◆基本協定書(案)、基本契約書（案）、設計・施工一括請負契約書（案）及び維持管理業務委託契約書(案)に関する質問

頁
回答

見出し番号
No. タイトル

該当箇所
質問

5 発注者による任意解除
基本契約書（案）

P7
第18条 　 　 　 　

「合理的な理由があるときは、（中略）本基本契約
を解除することができる」とあるが、どのような事
由を想定されているか。また公共工事標準約款と同
等に「発注者は、前項の規定によりこの契約を解除
した場合において、受注者に損害を及ぼしたとき
は、その損害を賠償しなければならない。」という
項目を追加していただけないか。

受注者に起因するものの例としては以下となる。
・正当な理由なく、選定事業者が本契約に基づく各
業務に着手しないとき。
・履行期間内に完了しないとき又は履行期間経過後
相当の期間内に本契約に基づく業務を完了する見込
みがないと認められるとき。
・選定事業者が業務責任者等を設置しなかったと
き。
また、発注者に起因するものの例としては以下とな
る。
・理研が解散するとき。
・政策が変更され事業継続に著しい影響が発生した
とき。

発注者の責に起因する損害賠償についてはよろし
い。契約協議時に調整する。

6 連帯保証
基本契約書（案）

P7
第19条 　 　 　 　

設計業務・施工業務及び工事監理業務の完了から維
持管理期間が6年間と長く、リスクが計り知れないこ
とからこの条文は削除いただけないか。

設計・施工一括請負契約書または、維持管理業務委
託書にて、各契約の当事者のみに連帯債務を規定す
るものとする。

7
水準未達と認定された場合
の措置

基本契約書（案）
別紙2 P17

- 3 (2) ② 　
契約額Bの各区分に対応する各業務を単位とする。と
あるが、各区分とはどういった単位か。

各区分とは、募集要項 第1章 3.(6)⑤に記載の通
り、建築物保守管理業務、建築設備保守管理業務、
什器・備品等保守管理業務、安全衛生管理業務、外
構施設維持管理業務、その他維持管理に必要な業務
をいう。

8
選定者が付保すべき保
険

基本契約書（案）
別紙3 P22

- 1 (1) ① 　
直工費の過半が設備工事費または建物内外装費を占
める場合には建設工事保険ではなく、組立保険とな
るが、組立保険も含むという認識で相違ないか。

選定事業者の提案に応じる。

9
選定者が付保すべき保
険

基本契約書（案）
別紙3 P22

- 1 (1) ② 　 免責金額を100,000円以下としていただけないか。
免責金額については協議して定めることを可能とす
る。契約協議時に調整する。



◆基本協定書(案)、基本契約書（案）、設計・施工一括請負契約書（案）及び維持管理業務委託契約書(案)に関する質問

頁
回答

見出し番号
No. タイトル

該当箇所
質問

10
合意内容と業務内容が一致
しない場合の履行責任

設計・施工一括請
負契約書（案） P9

第16条 　 　 　 　

発注者の指示によるときその他発注者の責めに帰す
べき事由により、基本契約等又は発注者の指示若し
くは発注者と受注者との間で合意した内容と本契約
に基づく受注者の業務内容が一致しない場合に、発
生した費用および損害については、発注者負担とし
ていただけないか。

個別事情によって定める内容と想定し、原案のとお
り協議して定めることとする。

11 本契約に基づく業務の中止
設計・施工一括請
負契約書（案） P9

第17条 2 　 　 　
「必要があると認めるときは、（中略）本契約に基
づく業務の全部又は一部の履行を～」とあるが、ど
のような理由を想定されているか。

政策が変更され事業継続に著しい影響が発生した場
合等を想定したものとなる。

12
受注者の請求による履行期
間の延長

設計・施工一括請
負契約書（案） P9

第19条 2 　 　 　

「発注者は、その履行期間の延長が発注者の責めに
帰すべき事由による場合においては、契約金額の変
更又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用の
負担及びその損害の賠償について受注者と協議して
定める。」とあるが、公共工事標準約款第22条と同
等に発注者の責めに帰すべき事由の場合には発注者
負担としていただけないか。

原則、理研の責めに帰すべき事由によるものは、理
研負担と考えるが、詳細は契約協議時に調整する。

13
発注者の請求による履行期
間の短縮等

設計・施工一括請
負契約書（案）

P10
第20条 3 　 　 　

「発注者は、前2項の場合において、契約金額の変更
又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用の負
担及びその損害の賠償について受注者と協議して定
める。」とあるが、公共工事標準約款第23条と同等
に発注者負担としていただけないか。

原則、理研の責めに帰すべき事由によるものは、理
研負担と考えるが、詳細は契約協議時に調整する。

14 履行期間の変更方法
設計・施工一括請
負契約書（案）

P10
第21条 1 　 　 　

14日以内に協議を成立させることは、時期や内容に
よっては困難と思われるため、申し入れによって日
数を延長できるとしていただけないか。

適切なモニタリングや事前の調整により、既定の期
日で実施可能と考える。

15 履行期間の変更方法
設計・施工一括請
負契約書（案）

P10
第22条 1 　 　 　

14日以内に協議を成立させることは、時期や内容に
よっては困難と思われるため、申し入れによって日
数を延長できるとしていただけないか。

適切なモニタリングや事前の調整により、既定の期
日で実施可能と考える。



◆基本協定書(案)、基本契約書（案）、設計・施工一括請負契約書（案）及び維持管理業務委託契約書(案)に関する質問

頁
回答

見出し番号
No. タイトル

該当箇所
質問

16 履行期間の変更方法
設計・施工一括請
負契約書（案）

P10
第23条 1 　 　 　

14日以内に協議を成立させることは、時期や内容に
よっては困難と思われるため、申し入れによって日
数を延長できるとしていただけないか。

適切なモニタリングや事前の調整により、既定の期
日で実施可能と考える。

17 第三者に及ぼした損害
設計・施工一括請
負契約書（案）

P11
第26条 1 　 　 　

公共工事標準約款第29条2項と同等に「工事の施工に
伴い通常避けることができない騒音、振動、地盤沈
下、地下水の断絶等の理由により第三者に損害を及
ぼしたときは、発注者がその損害を負担しなければ
ならない。ただし、その損害のうち工事の施工につ
き受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに
より生じたものについては、受注者が負担する。」
としていただけないか。

よろしい。契約書の文章については、契約協議時に
調整する。

18 不可抗力による損害
設計・施工一括請
負契約書（案）

P12
第27条 4 　 　 　

「発注者は、前項の規定により受注者から損害によ
る費用の負担の請求があったときは、発注者が負担
する必要な費用の額について、受注者と協議して定
めるものとする。」とあるが、基本契約別紙４「不
可抗力による増加費用分担規定」に基づいて負担い
ただくことは可能か。

原則、基本契約別紙４「不可抗力による増加費用分
担規定」に基づいて負担割合の協議に応じるものと
する。

19 調査業務
設計・施工一括請
負契約書（案）

P13
第28条 6 　 　 　

第5項に定められている事態が発生した場合には、発
注者にて増加費用を負担いただくことは可能か。

原則、理研の責めに帰すべき事由によるものは、理
研負担と考えるが、詳細は協議によるものとする。

20
基本契約等又は設計図書不
適合の場合の改造義務及び
破壊検査等

設計・施工一括請
負契約書（案）

P16
第39条 1 　 　 　

「この場合において、当該不適合が発注者又は監督
員の指示によるときその他発注者の責めに帰すべき
事由によるときは、発注者は、履行期間若しくは契
約金額の変更又は受注者に損害を及ぼしたときは必
要な費用の負担及びその損害の賠償について受注者
と協議して定める。」とあるが、公共工事標準約款
第17条と同等に発注者負担としていただけないか。

原則、理研の責めに帰すべき事由によるものは、理
研負担と考えるが、詳細は協議によるものとする。



◆基本協定書(案)、基本契約書（案）、設計・施工一括請負契約書（案）及び維持管理業務委託契約書(案)に関する質問

頁
回答

見出し番号
No. タイトル

該当箇所
質問

21 契約不適合責任期間等
設計・施工一括請
負契約書（案）

P18
第43条 1 　 　 　

公共工事標準約款第57条2項と同等に「設備機器本体
等の契約不適合については、引渡しの時、発注者が
検査して直ちにその履行の追完を請求しなければ、
受注者は、その責任を負わない。ただし、当該検査
において一般的な注意の下で発見できなかった契約
不適合については、引渡しを受けた日から○年が経
過する日まで請求等をすることができる。」の項目
を追加していただけないか。

よろしい。契約書の条文については、契約協議時に
調整する。

22 近隣対応
設計・施工一括請
負契約書（案）

P20
第49条 4 　 　 　

公共工事標準約款第29条と同等に近隣住民等につい
ても「工事の施工に伴い通常避けることができない
騒音、振動、地盤沈下、地下水の断絶等の理由によ
り第三者に損害を及ぼしたときは、発注者がその損
害を負担しなければならない。ただし、その損害の
うち工事の施工につき受注者が善良な管理者の注意
義務を怠ったことにより生じたものについては、受
注者が負担する。」としていただけないか。

よろしい。契約書の条文については、契約協議時に
調整する。

23 近隣対応
設計・施工一括請
負契約書（案）

P20
第49条 6 　 　 　

工事の目的物に基づく日照阻害、風害、電波障害、
工事の施工事の施工に伴い通常避けることができな
い騒音、振動、地盤沈下、地下水の断絶等、その他
発注者の責任による隣住民等の要望活動、反対運動
又は訴訟等に起因して受注者に増加費用が生じる場
合は発注者負担という認識で相違ないか。

第49条第6項に記載のとおり、合理的な範囲内におい
て増加費用を理研が負担する。

24
前払金等の不払いに対する
本契約に基づく業務の中止

設計・施工一括請
負契約書（案）

P24
第59条 2 　 　 　

前払金等の不払いによって工事を一時中止となった
際の増加費用、必要な費用および損害については、
受注者と協議ではなく、発注者の負担としていただ
けないか。

第59条第2項に記載のとおり、条文記載の内容により
増加費用が必要となった場合は、理研が負担する
が、詳細は契約協議時に調整する。



◆基本協定書(案)、基本契約書（案）、設計・施工一括請負契約書（案）及び維持管理業務委託契約書(案)に関する質問

頁
回答

見出し番号
No. タイトル

該当箇所
質問

25 発注者の任意解除権
設計・施工一括請
負契約書（案）

P26
第62条 2 　 　 　

「受注者に損害を及ぼしたときは、発注者が負担す
る必要な費用の額について、発注者と受注者とが協
議して定める。」とあるが公共工事標準約款第四十
六条２項と同様に損害を賠償するとしていただけな
いか。

契約協議時に調整することを可能とする。

26 受注者の解除権
設計・施工一括請
負契約書（案）

-
- 　 　 　

公共工事標準約款の第51条から第53条に規定される
「受注者の解除権」の規定を認めていただくことは
可能か。

契約協議時に調整することを可能とする。

27 契約金額の支払
維持管理業務委託

契約書(案)
P7

第21条 1 　 　 　
記載の年度末払について、半期毎・四半期毎等支払
への変更協議が契約書協議の段階で可能かご教示願
いたい。

支払い単位の変更は可能である。契約協議時に調整
する。

28 損害賠償
維持管理業務委託

契約書(案)
P10

第32条 　 　 　 　
記載の損害賠償について、損害賠償額の上限設定を
契約金額合計とする協議が契約書協議の段階で可能
かご教示願いたい。

契約協議時に調整することを可能とする。

29
緊急処理代金の時間外割増
単価

維持管理業務委託
契約書（案）
別紙1 P14

- 　 　 　

「緊急処理代金」とは「要求水準書_維持管理編」4.
業務内容詳細に記載されている「業務時間外の作
業」に該当する作業が発生した際の対応費用という
認識で相違ないか。

要求水準書維持管理編第2章4(2)⑦に記載された業務
に該当する場合を指す。


